
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名       株式会社ソトー 上場取引所東 名

コード番号       3571 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役管理担当 愛知県

　　　　 氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　馬渕嘉明 TEL (0586) 45 - 1121

決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）

(1)経営成績         （単位：百万円未満切捨）

売　　上　　高  営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 6,358 △ 14.2 354 △ 53.7 674 △ 40.4

12年  3月期 7,414 0.3 764 11.8 1,130 3.4

  当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 169 △ 83.2 11.16 - 0.9 3.3 10.6

12年  3月期 1,005 45.6 66.27 - 6.0 5.9 15.3

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    15,173,062 株　　　12年  3月期    15,173,062 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 11.00 5.50 5.50 166 98.6 0.9

12年  3月期 11.00 5.50 5.50 166 16.6 1.0

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　            - 円     銭、　特別配当　1 円 00 銭 

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 21,167 18,349 86.7 1,209.36

12年  3月期 20,325 17,449 85.8 1,150.00

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       15,173,062　株　　　12年  3月期       15,173,062株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 3,300 500 310 5.50 － －

通　　期 6,300 800 500 － 5.50 11.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   32 円 95 銭 



金　　額 構成比 金　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円

15,603,432 76.8  4,942,497 23.3  △ 10,660,935 

636,851        638,788        1,937 

2,157,281      2,047,171      △ 110,110 

664,961        622,375        △ 42,586 

11,726,236     1,110,463      △ 10,615,773 

134            224            90 

2,428          -              △ 2,428 

131,347        107,866        △ 23,481 

61,550         40,269         △ 21,281 

214,479        79,147         △ 135,332 

25,961         298,890        272,929 

△ 17,800 △ 2,700 15,100 

4,721,657      23.2  16,225,156     76.7  11,503,499 

2,296,332      11.3  2,689,526      12.7  393,194 

709,992        943,708        233,716 

147,601        214,450        66,849 

721,047        761,151        40,104 

7,112          5,333          △ 1,779 

43,010         33,258         △ 9,752 

667,567        731,624        64,057 

6,609          0.0 6,547          0.0 △ 62 

4,737          4,737          -              

1,872          1,810          △ 62 

2,418,715      11.9 13,529,082     64.0 11,110,367 

1,460,745      12,772,686     11,311,941 

455,661        390,398        △ 65,263 

16,225         14,676         △ 1,549 

161,582        24,954         △ 136,628 

335,000        334,767        △ 233 

△ 10,500 △ 8,400 2,100 

20,325,089     100.0 21,167,654     100.0 842,565 

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

投資その他の資産

土 地

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

固  定  資  産

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

貸 借 対 照 表

増 減 金 額

前　　　　期 当　　　　期
(平成12年3月31日現在） (平成13年3月31日現在）科　　　目

資 産 合 計

（ 資 産 の 部 ）

そ の 他 の 流 動 資 産

自 己 株 式

流  動  資  産

完 成 品

仕 掛 品

材 料 ・ 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金
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金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ） 千円 ％ 千円 ％ 千円

1,360,245 6.7   658,751 3.1   △ 701,494 

買 掛 金 176,072        167,918        △ 8,154 

未 払 金 554,694        281,401        △ 273,293 

未 払 法 人 税 等 300,895        3,400          △ 297,495 

未 払 費 用 317,783        197,453        △ 120,330 

そ の 他 の 流 動 負 債 10,797         8,579          △ 2,218 

1,515,812      7.5   2,159,267      10.2  643,455 

退 職 給 与 引 当 金 1,023,393      -              △ 1,023,393 

退 職 給 付 引 当 金 -              1,904,707      1,904,707 

役 員 退 職 慰 労 引 当金 231,820        254,560        22,740 

長 期 未 払 金 260,599        -              △ 260,599 

負 債 合 計 2,876,057      14.2 2,818,018      13.3 △ 58,039 

（ 資 本 の 部 ）

3,124,199      15.4 3,124,199      14.8 -              

2,744,053      13.5 2,744,053      13.0 -              

392,481        1.9 411,825        1.9 19,344 

11,188,297     55.0 11,147,330     52.7 △ 40,967 

固 定 資 産 圧 縮 積 立金 3,049          43,425         40,376 

固定資産圧縮特別勘定積立金 -              508,112        508,112 

別 途 積 立 金 9,510,000      10,210,000     700,000 

当 期 未 処 分 利 益 1,675,248      385,792        △ 1,289,456 

-              　　- 922,225        4.3 922,225 

資 本 合 計 17,449,031     85.8 18,349,635     86.7 900,604 

負 債 ・ 資 本 合 計 20,325,089     100.0 21,167,654     100.0 842,565 

固  定  負  債

(平成12年3月31日現在） (平成13年3月31日現在）

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

増 減 金 額

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 金

資 本 準 備 金

科　　　目

前　　　　期 当　　　　期

流  動  負  債
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金　　額 百分比 金　　額 百分比

千円 ％ 千円 ％ 千円

7,414,118      100.0 6,358,964      100.0 △ 1,055,154 

6,242,872      84.2 5,645,442      88.8 △ 597,430 

1,171,245      15.8 713,522        11.2 △ 457,723 

406,581        5.5 359,257        5.6 △ 47,324 

営　業　利　益 764,663        10.3 354,264        5.6 △ 410,399 

営 業 外 収 益 451,737        6.1 477,171        7.5 25,434 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 397,651        397,205        △ 446 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 54,086         79,966         25,880 

営 業 外 費 用 85,585         1.1 157,000        2.5 71,415 

支 払 利 息 及 び 割 引 料 6,631          -              △ 6,631 

手 形 売 却 損 -              4,177          4,177 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 78,953         152,823        73,870 

経　常　利　益 1,130,815      15.3 674,435        10.6 △ 456,380 

特　別　利　益 1,216,935      16.4 659,130        10.4 △ 557,805 

固 定 資 産 売 却 益 1,207,235      9,291          △ 1,197,944 

関 係 会 社 清 算 益 -              632,638        632,638 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 9,700          17,200         7,500 

特　別　損　失 701,204        9.5 1,542,188      24.3 840,984 

固 定 資 産 処 分 損 12,841         30,876         18,035 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -              16,200         16,200 

早期退職特別加算金等 -              658,134        658,134 

退職給付引当金繰入額 -              836,977        836,977 

退職年金過去勤務費用償却額 343,079        -              △ 343,079 

退職給与引当金繰入額 345,283        -              △ 345,283 

1,646,546      22.2 △ 208,623 △ 3.3 △ 1,855,169 

525,000        7.1 6,800          0.1 △ 518,200 

116,097        1.5 △ 384,698 △ 6.1 △ 500,795 

1,005,449      13.6 169,274        2.7 △ 836,175 

267,264 308,309 41,045 

492,158        -              △ 492,158 

83,450         83,446         △ 4 

8,345          8,344          △ 1 

1,675,248 385,792 △ 1,289,456 

△ 2,171 

売    上    高

売  上  原  価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

2,171          -              
固定資産圧縮積立金取崩高

利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

科　　　目

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

税引前当期純利益(△は損失)

過 年 度 税 効 果 調 整 額

法人税､住民税及び事業税

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

前　　　　期 当　　　　期

法 人 税 等 調 整 額

損 益 計 算 書

増 減 金 額
自平成11年4月 1日 自平成12年4月 1日
至平成12年3月31日 至平成13年3月31日

売 上 総 利 益
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当 期 未 処 分 利 益

固定資産圧縮積立金取崩額

固定資産圧縮特別勘定
積 立 金 取 崩 額

合 計

  これを次のとおり処分します。

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

１株につき　　5円50銭 １株につき　　5円50銭

普通配当　　　4円50銭 普通配当　　　4円50銭

特別配当　　　1円 特別配当　　　1円

取 締 役 賞 与 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立金

固定資産圧縮特別勘定積立金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

（注）平成12年12月1日に1株につき5円50銭（普通4円50銭　特別1円）、総額83,446千円の中間配当を実施いたし

　　　ました。

１ 株 当 た り 配 当 金

年　　間 中　　間 期　　末 年　　間 中　　間 期　　末

  円  銭   円  銭   円  銭   円  銭   円  銭   円  銭

　普通株式  11  00   5  50   5  50  11  00   5  50   5  50

　　（内訳）

　　　特別配当   2  00   1  00   1  00   2  00   1  00   1  00

利 益 処 分 案

増 減 金 額科　　　　目 前　　　　期

-                      13,590 13,590 

当　　　　期

千円

1,675,248

千円

△ 1,289,456 

千円

11,000                 10,000                 △ 1,000 

1,675,248              907,496 △ 767,752 

385,792

163,097 

前　　　期 当　　　期

△ 700,000 

308,309                

-                      

471,406                

700,000                

△ 503,802 

40,376                 

508,112                

322,329                

4,310                  

-                      508,112 508,112 

281,953 

83,450                 83,449                 △ 1 

△ 8,000 16,000                 24,000                 
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式及び関連会社株式：総平均法に基づく原価法

　その他有価証券

　　時価のあるもの：決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　　時価のないもの：総平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　定率法によっております。なお、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）につ

　いては、定額法によっております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

　念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

　当期末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（836,977千円）については、1年償却とし特別損失に計上しており、

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

  額法により、発生年度の翌期より費用処理しております。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．固定資産の減価償却の方法リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

追 加 情 報

１．退職給付会計

当期から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会　平成10年6月16日)）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し、退職給付費用は904,340千円多く、経常利益

は66,313千円少なく、税引前当期純損失は903,291千円多く計上されております。

また、従来の退職給与引当金及び調整年金（厚生年金基金）の過去勤務債務等に係る未払金は、退

職給付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計

当期から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会　平成11年1月22日)）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し、経常利益は53,689千円多く、税引前当期純損

失は65,080千円少なく計上されております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、1年以内に満期の到来する有価証券及び

預金と同様の性格を有するものは流動資産として、それら以外のものは投資有価証券として表示し

ております。

これにより有価証券は9,058,690千円減少し、投資有価証券は同額増加しております｡
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

　　　　（前　　　期）　　　　（当 　　 期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 10,236,146 千円 10,420,973 千円

２．受取手形割引高 375,169 千円 347,408 千円

３．有形固定資産より控除されている

保険差益に基づく圧縮記帳累計額 49,078 千円 49,078 千円

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
　　　　（前　　　期）　　　　（当 　　 期）

79,896 千円 79,896 千円

34,781 千円 50,760 千円

45,114 千円 29,135 千円

２．未経過リース料期末残高相当額

15,979 千円 15,979 千円

29,135 千円 13,156 千円

45,114 千円 29,135 千円

３．支払リース料及び減価償却費相当額

15,979 千円 15,979 千円

15,979 千円 15,979 千円

４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

　　ります。

５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払利

　　子込み法によっております。

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

取 得 価 額 相 当 額

減 価 償 却 累 計 額 相 当額

期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内

１ 年 超

合 計
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　（当　　　期）
流 動 資 産 22,117 千円

54,404 千円

14,261 千円

90,782 千円

流 動 負 債 11,635 千円

11,635 千円

79,147 千円

固 定 資 産 792,168 千円

105,872 千円

37,394 千円

935,434 千円

固 定 負 債 656,658 千円

253,822 千円

910,480 千円

24,954 千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △ 41.6 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.7 ％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 145.5 ％
住民税均等割等 3.3 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 181.1 ％

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

繰延税金資産の純額

繰 延 税 金 負 債 未 収 事 業 税

繰延税金資産の純額

繰 延 税 金 負 債 合 計

その他有価証券評価差額金

そ の 他
繰 延 税 金 資 産 合 計

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 等
繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

繰 越 欠 損 金

そ の 他
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数　　量 構成比 数　　量 構成比

千米 ％ 千米 ％ 千米

梳 毛 織 物 9,140          27.6 8,582          27.4 △ 558 

紡 毛 織 物 5,112          15.4 3,973          12.7 △ 1,139 

複 合 繊 維 織 物 15,276         46.2 15,655         49.9 379 

編 物 3,570          10.8 3,150          10.0 △ 420 

合 計 33,100         100.0 31,360         100.0 △ 1,740 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円

梳 毛 織 物 1,873,553      25.3 1,737,624      27.3 △ 135,929 

紡 毛 織 物 1,725,518      23.3 1,090,072      17.2 △ 635,446 

複 合 繊 維 織 物 2,967,527      40.0 2,818,717      44.3 △ 148,810 

編 物 847,520        11.4 712,549        11.2 △ 134,971 

合 計 7,414,118      100.0 6,358,964      100.0 △ 1,055,154 

増 減 金 額

売 上 数 量 明 細 表

区　　　分
前　　　　期 当　　　　期

増 減 数 量

売 上 高 明 細 表

区　　　分
前　　　　期 当　　　　期
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役 員 の 異 動 
（平成１３年６月２８日付） 

 

    １．新任取締役候補 

        取 締 役（非常勤）    田 中 昌 弘（現 東亜紡織株式会社取締役社長） 

 

    ２．退任予定取締役 

        現 取締役（非常勤）    永 峰 俊 郎（現 東亜紡織株式会社相談役） 

 

   

 

 

                                               以 上 

 

 

 


